
諮問第 18 号 

 

答   申   書 

 

第１ 審査会の結論 

    春日井市教育委員会（以下「市教育委員会」という。）が平成 21 年６月５

日付け21春教学第301-2号で一部開示決定を行った「臨時保護者会記録」（以

下「本件対象文書１」という。）「保護者の皆様」（以下「本件対象文書２」

という。）（以下、本件対象文書１と本件対象文書２を合わせて「本件対象文

書」という。）については、本件対象文書１のうち別紙に掲げる部分を除き、

開示すべきである。 

 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、春日井市情報公開条例（平成 12 年春日井市条

例第 40 号。以下「条例」という。）第６条に基づく開示請求に対し、平成 21

年６月５日付け 21 春教学第 301-2 号により市教育委員会が行った一部開示

決定を取り消し、開示しないこととした部分をすべて開示するよう求めるも

のである。 

 ２ 異議申立ての理由 

   異議申立人が主張する異議申立ての主たる理由は、異議申立書及び意見書

によると、おおむね次のとおりである。 

(1) 不開示とされた校長等の名前については、職務遂行上の情報であり、校

長等の名前を開示しても当該個人の権利利益を不当に侵害するおそれは

ないから、校長等の名前は開示されるべきである。また、学校は一つの公

的組織体であるから、特段の理由がない限り、学校名も開示されるべきで

ある。 

(2) 市教育委員会は、「学校名が特定されると、当該校の生徒の中に不祥事

を起こしたことを指摘された者が在籍していたことが明らかになるから

である。それは、当該校の評価が低下して生徒や保護者の名誉を著しく損

なう不利益となるからである。」と一部開示理由説明書（以下「説明書」

という。）に記す。この記述から推察すると、説明書の一部開示の理由に

ある「関係する個々人」の不利益は、どうも不特定の「生徒や保護者」の

不利益を指しているようであるが、この指摘が事実ならば、条例上不開示

情報とされるべき「個人に関する情報」を誤解するものである。当該個々
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人を明確にした上で、どのような不利益をもたらすおそれがあるのか、明

らかにすべきである。 

(3) 本件開示請求の背景となった事件を知れば分かるように、そもそも、生

徒や保護者に直接的・間接的に人権侵害とも言いうる不利益をもたらした

のは、誰であるのか。当該校長をはじめとする教員ではなかったのか。市

教育委員会は、当該校長らの個人名が明らかになることを回避するために、

生徒や保護者の不利益性を主張しているだけである。 

(4) 市教育委員会は、説明書において、不開示の理由として、「諸会の開催

に関して、その運営を適正に遂行していく上で悪影響を及ぼすおそれがあ

るため。」と記す。しかし、これは「公文書一部開示決定通知書」の記載

と異なる。「会」が「諸会」と書き換えられ、「支障となるおそれ」が「悪

影響を及ぼすおそれ」と書き換えられた。市教育委員会から異議申立人に

対して、正式な「変更」説明はなされていない。これは、不開示理由の変

更であり、容認できない。 

(5) 「諸会」とは、どのような会を指すのか。当該校における会を指すのか、

それ以外の会を指すのか、あるいは、事案内容を異にする会までも指して

いるのか、全く不明である（臨時保護者会は、１回で終了したはずである。）。

また、「悪影響を及ぼす」というのは、どのような点を想定しているのか、

これも全く不明である。意味不明な「諸会」における、意味不明な「悪影

響」の発生を根拠にした「不開示」処分は、理解しがたい。市教育委員会

は、春日井市情報公開条例解釈運用基準に記された、「なお、「支障を及ぼ

すおそれ」は、単なる抽象的な可能性では足りず、当該事務又は事業の適

正な遂行に支障を生じることについて、法的保護に値する蓋然性が認めら

れなければならない。」（「情報公開事務の手引き」34 頁）の文を理解する

べきである。 

(6) 市教育委員会は、本件対象文書１について、「公開されることを予定し

て作られたものではない。」という。しかし、本件対象文書１には、134 世

帯の保護者が参加したとの記録があり、参加者が保護者会の状況を、知人

等不特定多数の者に伝えることは否定できない事実であることを考慮す

れば、市教育委員会の右主張が、重要な意味を持つものとは考え難い。 

(7) 市教育委員会は、「本会では、保護者との協力関係・信頼関係を築き、

教育活動に反映させていこうというねらいも含んでいた。そのため、質疑

では、保護者の正直な思いが率直な言葉で述べられており、議事録はそれ

を記録している。もし、本会の記録をそのままに開示することになれば、

今後同様の会議を開く場合に保護者の率直な意見の交換が不当に損なわ
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れるおそれが強い。」という。まず、生徒・保護者との協力関係・信頼関

係にヒビを入れたのは、学校側（教職員）であったことを確認しておきた

い。それゆえに、臨時保護者会は学校側の謝罪から始まっていたのである。

このことから推察すると、保護者の率直な言葉は、「学校側に対する厳し

い内容」も含まれるのではないかと思われる。それゆえに開示したくない

のではないか、と疑問は湧く。不開示という事実を前提に「率直な意見の

交換が不当に損なわれるおそれ」などと結論付けられても、納得できるも

のではない。 

(8) 本件対象文書１の「質疑等」部分が全面的に不開示とされているが、ま

さかその中に、生徒の個人名が記され、当該生徒の行動状況（万引きや喫

煙）が記されているとも思えないので、全面的な不開示は容認できない。 

(9) 市教育委員会は、「本会の記録をそのままに開示することになれば、今

後同様の会議を開く場合に保護者の率直な意見の交換が不当に損なわれ

るおそれが強い。その結果、学校運営に関し、生徒及び保護者と学校との

信頼関係を前提とした適正かつ円滑な事務の遂行に支障を生じさせるお

それが強い。」という。簡単に「同様の会議」というが、どのような意味

合いで述べているのか、今回と同様に、教職員が人権問題等を起こした場

合のことを言っているのか、校内で発生する事件で、保護者会が開催され

るすべての場合を言っているのか、全く不明である。 

いずれにしても、開示・不開示は、事件の性質や公文書に記載された具

体的事実を条例に照らし合わせ判断されるべきものであり、前提にすべき

事実を欠いたまま、一律に「事務の遂行に支障を生じさせるおそれが強

い。」などといいうる、市教育委員会の条例理解が異議申立人には理解で

きない。 

(10) よって、条例第７条第２号及び第７号に該当しないため、請求どおり

開示されるべきである。   

 

第３ 諮問実施機関の説明の要旨 

   諮問実施機関である市教育委員会の説明を総合すると、本件対象文書の一

部を不開示とした主たる理由は、おおむね次のとおりである。 

 １ 不開示の理由について 

  (1) 市教育委員会は、本件対象文書について、学校名、校長・教頭・教務主

任・学校教育課長・指導主事の名前、臨時保護者会での質疑応答時の内容

及び学校の電話番号を不開示とした。 

(2) 本件対象文書１は、臨時保護者会の議事録であり、学校名、校長・教頭・
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教務主任・学校教育課長・指導主事の名前及び臨時保護者会での質疑応答

時の内容部分が含まれている。また、本件対象文書２は、生徒及びその保

護者を対象として、校長がアンケート問題の説明と謝罪を記したものであ

り、学校名、学校長・教頭の名前及び学校の電話番号部分が含まれている。 

(3) 本件対象文書は、もともと学校内の関係者を対象として作成されたもの

で、部外者に公開されることを予定して作られたものではない。特に、本

件対象文書１は、公開を前提としない集会（保護者と学校関係者の集まり

「臨時保護者会」）の議事録であり、慎重な取扱いが必要である。 

(4) 臨時保護者会では、保護者との協力関係・信頼関係を築き、教育活動に

反映させていこうというねらいも含んでいた。そのため、質疑では、保護

者の正直な思いが率直な言葉で述べられており、議事録はそれを記録して

いる。もし、臨時保護者会の記録をそのままに開示することになれば、今

後同様の会議を開く場合に保護者の率直な意見の交換が不当に損なわれ

るおそれが強い。その結果、学校運営に関し、生徒及び保護者と学校との

信頼関係を前提とした適正かつ円滑な事務の支障を生じさせるおそれが

強い。 

(5) なお、校長等の職員の名前や学校の電話番号を不開示としたが、その理

由は、学校名が記載されていなくても校長名や電話番号から学校名を特定

することは可能であり、学校名が特定されると、当該校の生徒の中に不祥

事を起こしたことを指摘された者が在籍していたことが明らかとなり、当

該校の評価が低下して生徒や保護者の名誉を著しく損なう不利益となる

からである。 

(6) 以上により、当該校が特定できる学校名、校長等の職員の名前、学校の

電話番号を開示すると、関係する個々人に対して不利益となるおそれがあ

るため、条例第７条第２号の不開示情報に該当し、また、本件対象文書１

の臨時保護者会での質疑応答時の内容を開示すると、諸会の開催に関して、

保護者の率直な意見の交換が不当に損われるおそれが強く、その運営を適

正に遂行していく上で悪影響を及ぼすおそれがあり、その結果、学校運営

に関し、生徒及び保護者と学校との信頼関係を前提とした適正かつ円滑な

事務の遂行に支障を生じさせるおそれが強いため、条例第７条第７号の不

開示情報に該当するため、本件対象文書につき一部開示決定としたことは

妥当である。 

 

第４ 調査審議の経過 

   審査会は、本件異議申立てについて、以下のとおり調査審議を行った。 
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 １ 平成 21 年 ６月 ５日 開示決定等の通知をした日 

２ 平成 21 年 ６月 11 日 異議申立てのあった日 

３ 平成 21 年 ９月 １日 諮問のあった日 

４ 平成 21 年 ９月 18 日 諮問実施機関から意見書を収受 

５ 平成 21 年 ９月 22 日 異議申立人から意見書を収受 

６ 平成 21 年 10 月 19 日 諮問実施機関の説明、審議 

７ 平成 21 年 12 月 ２日 審議 

８ 平成 21 年 12 月 25 日 審議 

 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

   異議申立人が、一部開示決定を取り消し、開示しないこととした部分をす

べて開示するよう求めている文書は、平成 21 年３月９日に当該校の校長が

開催した臨時保護者会の議事録である本件対象文書１及び臨時保護者会の

開催後に生徒及びその保護者に対して校長がアンケート問題の説明と謝罪

を記載し配付された文書である本件対象文書２である。 
本件対象文書１は、次の項目で構成されている。 
(1) 日時・会場 

(2) 参加者保護者数 

(3) 会の概要 

このうち、諮問実施機関が不開示とした部分は、(1)に記載されている学

校名、(3)に記載されている校長・教頭・教務主任・学校教育課長・指導主

事の名前及び(3)のうち、④質疑等の内容である。 

また、本件対象文書２のうち、諮問実施機関が不開示とした部分は、学校

名、校長・教頭の名前及び学校の電話番号である。 
 ２ 本件対象文書の一部を不開示とした理由について 
   諮問実施機関は、条例第７条第２号及び第７号に該当すると説明しており、

同号以外には不開示事由該当性を検討すべき条項はないと考えられる。 
したがって、以下では、条例第７条第２号及び第７号該当性について検討

する。 
 ３ 条例第７条第２号該当性について 

(1) 条例第７条第２号本文は、「個人に関する情報であって、当該情報に含ま

れる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで

きるもの又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ

り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。」（以下「個人情報」
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という。）を不開示とするとしている。他方、同号ただし書アからエにおい

ては、上記のとおり特定の個人が識別され、又は他の情報と照合すること

により識別され得るものを事項的な不開示情報として定めた上、一般的に

当該個人の利益保護の観点から不開示とする必要のないもの及び保護利益

を考慮しても開示する必要性の認められるものを例外的に不開示情報から

除くこととしている。同号ただし書ウにおいては、「当該個人が公務員であ

る場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当

該情報のうち、当該公務員の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る

部分」を不開示とする個人情報から除くものと規定している。 

(2) 本件対象文書１は、臨時保護者会の議事録であり、諮問実施機関は、学

校名、校長・教頭・教務主任・学校教育課長・指導主事の名前及び臨時保

護者会での質疑応答時の内容の部分を不開示とした。また、本件対象文書

２は、生徒及びその保護者に対して校長がアンケート問題の説明と謝罪を

記載した文書であり、学校名、校長・教頭の名前及び学校の電話番号を不

開示とした。 

(3) これらの者は、いずれも公務員であり、かつ、本件対象文書はこれらの

者の職務の遂行に係る情報を内容とするものであるから、これらの者にと

っての個人情報であることを理由に、第２号に基づき不開示とすることは

できない。 

  この点、諮問実施機関は、学校名、校長・教頭・教務主任・学校教育課

長・指導主事の名前や学校の電話番号を不開示とした理由について、校長・

教頭の名前や学校の電話番号から学校名を特定することが可能であり、学

校名が特定されると、当該校に不祥事を起こしたことを指摘された生徒が

在籍していたことが明らかとなり、当該校の評価が低下して生徒や保護者

の名誉を著しく損う不利益となるためと説明する。 

(4) しかしながら、文書の開示によって一定の集団に不利益が及ぶおそれが

あるとしても、そのことによって、第２号所定の個人情報への該当性が認

められることになるものではない。 

  第２号では、上記のとおり、「特定の個人を識別することはできないが、

公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。」も

不開示情報として定めているが、これは、カルテ、反省文など個人の人格

と密接に関わる情報や未発表の著作物など、特定の個人に関する情報につ

いて、当該特定の個人の権利利益の侵害のおそれをしんしゃくして不開示

情報としているものであって、諮問実施機関が挙げる「所属校が特定でき

る」といった理由は、何ら第２号にいう「個人に関する情報」への該当性
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の説明となるものではない。 

(5) また、学校教育課長・指導主事の名前については、学校名を特定し得る

情報でもないのであるから、そもそも上記(3)で諮問実施機関が述べている

理由すら当てはまらない。 

(6) よって、本件対象文書に記載されている情報には、第２号所定の不開示

情報は存在しない。 

 ４ 条例第７条第７号該当性について 

(1) 条例第７条第７号本文は、「市の機関又は国若しくは地方公共団体が行う

事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるお

それその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるもの。」を不開示とすると規定している。 

  同号は「次に掲げる」と例示した支障のほか、他の支障についても個別

に判断されるものとし、「当該事務又は事業の性質上」とは、当該事務又は

事業の内在的性格に照らして保護する必要がある場合のみ不開示にするこ

とができるとし、また、「当該事務又は事業」には、同種の事務又は事業が

反復される場合の将来の事務又は事業も含まれるものと解される。 

(2) 諮問実施機関は、本件対象文書については、学校内の関係者を対象とし

て作成されたもので、部外者に公開されることを予定して作られたもので

はないとし、特に、本件対象文書１は、公開を前提としない集会（保護者

と学校関係者の集まり「臨時保護者会」）の議事録であり、慎重な取り扱い

が必要であると説明する。 

  また、臨時保護者会は、保護者との協力関係・信頼関係を築き、教育活

動に反映させていこうというねらいも含んでおり、質疑では、保護者の正

直な思いが率直な言葉で述べられていて、本件対象文書１をそのままに開

示することになれば、今後同様の会議を開く場合に保護者の率直な意見の

交換が不当に損なわれるおそれが強く、学校運営に関し、生徒及び保護者

と学校との信頼関係を前提とした適正かつ円滑な事務の支障を生じさせる

おそれが強いとし、同号の不開示情報に該当すると説明する。 

(3) 一方、異議申立人は、諮問実施機関の同号の適用理由において使用する

「会」や「諸会」の対象とする会議等（以下「会」という。）について、会

が特定されたものではなく、また、本件の臨時保護者会は今後繰り返し開

催される会合ではなく、会に対する「支障となるおそれ」や「悪影響を及

ぼすおそれ」が意味不明であるとし、同号の該当性はないと主張する。 

(4) 以上の主張を踏まえて考察するに、たしかに、諮問実施機関が意味する

会が具体的にどのようなものを指すのか明確になっているとはいい難いも
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のの、本件の集会のように、学校にとっての重大事が発生した場合に、保

護者が集まって校長等の学校関係者から事情の説明を受け、討議をするた

めに会合を開くということであれば、同種の会合が今後も反復して開催さ

れることは、当然あり得ることである。 

  また、その種の会合については、その性格上、公開を前提とせずに開か

れるのが通例であると考えられ、これらの会合における議事が後日文書で

公開されるということは、出席した保護者は通常予期していないことであ

ろうし、また、公開されるということがあらかじめ分かっていれば、当該

集会における率直な意見交換に一定の範囲で支障が生ずることも容易に予

測されるところである。 

  以上の限りでは、諮問実施機関の説明にも妥当性があるものである。 

(5) しかし、公文書として当該集会の議事が記録されている以上は、単に上

記のような可能性があるというだけで当該文書を不開示とし得るものでは

なく、条例に照らして不開示事由の有無が決せられなければならないこと

は言うまでもない。条例第７条第７号にいう「当該事務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの。」とは、事務又は事業に関する情報

を公にすることによる利益と支障とを比較衡量した結果、公にすることの

公益性を考慮してもなお、当該事務又は事業の適正な遂行に及ぼす支障が

看過し得ない程度のものである場合をいうものと解される。本件対象文書

についても、上記の解釈に照らして開示・不開示の判断がなされる必要が

ある。 

  ところで、本件対象文書のうち、本件対象文書１の④質疑等以外の部分

及び本件対象文書２については、諮問実施機関が不開示としたのは学校名

及び教職員名、電話番号の部分だけであり、これらが条例第７条第７号該

当性を備えるとは到底考え得ない。したがって、以下では、本件対象文書

１の④質疑等の記述に上記したような第７号所定の不開示事由該当性があ

るか否かを検討していく。 

(6) まず、本件の保護者会が非公開の会合として開かれたという点について

は、たとえ会合自体が非公開のものであっても、必ずしも会議録の不開示

を意味するものではなく、そのことのみをもって、本件対象文書中の質疑

応答に係る記載について、不開示事由に該当するものと解することはでき

ない。個々の文書が作成当時に開示を予定したかどうかを条件として不開

示の扱いをするならば、情報公開制度は形骸化することになるし、憲法第

５７条第２項及び国会法第６３条において、国会が秘密会を開いた場合で

も、その会議録のうち特に秘密を要すると認められるもの以外はこれを公
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開すべき旨を規定していることからも、会議の非公開が必然的に会議録の

不開示を意味するものでないことは明らかだからである。 

  したがって、本件対象文書１中の質疑応答については、個別具体的な内

容を見て第７号該当性の判断をする必要がある。 

(7) 保護者会における質疑応答の内容については、教職員の説明・回答や保

護者の質問・意見として通常想定される範囲内のものであれば、たとえそ

れが開示されたとしても、参加した保護者にとって不測の不利益がもたら

されたり、今後催される同種の会合における率直な意見交換に著しい支障

が生じたりするとまでは考えにくく、そのような内容の記述については、

第７号該当性は否定されると解すべきである。 

  他方、保護者の率直な心情の吐露や、生徒や保護者など一部の者に係る

不利益な事実についての言及など、この種の集会として通常想定される質

疑応答の範囲を超えた発言がなされている部分があれば、当該部分を公に

することは、そのことの公益性を考慮してもなお、当該事務又は事業の適

正な遂行に及ぼす支障が看過し得ない程度に達する場合もあるものと解さ

れ、その場合には、当該部分については第７号への該当性を肯定すべきも

のと考えられる。 

(8) 以上の基準に照らして本件対象文書１の④質疑等の内容を検討するに、  

まず、別紙に掲げた部分以外の内容については、本件に関する教職員の説

明・回答や保護者の質問・意見として通常想定される範囲内のものであり、

不開示にすべき理由は見当たらなかった。 

  他方、別紙に掲げた部分（いずれも保護者の発言内容）については、本

件に関して通常想定される質疑応答の範囲を超えた発言内容であり、当該

部分を公にすることは、そのことの公益性を考慮してもなお、当該事務又

は事業の適正な遂行に及ぼす支障が看過し得ない程度に達していると判断

された。 

  したがって、これらの部分については、第７号該当性を肯定し、不開示

とするのが妥当である。 

５ 結論 

以上のことから、本件対象文書については、上記第１記載の審査会の結論 

のとおり判断した。 

    

第６ 答申に関与した委員 

   異相武憲、昇秀樹、堀口久、近藤真、吉岡ミヤ子 
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別紙  

 

  臨時保護者会記録（本件対象文書１）の「④質疑等」の内容中、 

 １ １頁１８行目から２頁１行目まで 

 ２ ２頁１９行目の２つ目の句点の後から同頁２０行目の２つ目の句点まで 
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